
 

 

 

 

 

５）学校施設の保有量 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ６）今後の維持・更新コスト（従来型）  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【手引 p.18】 
 

≪留意点≫ 

 第２章で作成した計画対象の築年別整備状況のグラフ（本解説書 p.15 参照）を用いて記

載する。 

 以下のような項目について整理することが考えられる。 

・経年別の対象施設の数、棟数、延床面積 

・小学校（校舎、体育館）、中学校（校舎、体育館）、給食室等 の区分 

・旧耐震基準（昭和 56 年以前）の建物の割合 

・過去の人口推移（児童生徒数の推移）との比較 

・整備のピークの時期、ピーク時の施設数、棟数、延床面積 

様式３－５

【手引 p.18】 
 

≪留意点≫ 

 第２章で作成した対象建物の今後の維持・更新コスト（従来型）のグラフ（本解説書 p.15
参照）を用いて記載する。 

 以下のような項目について整理することが考えられる。 

・今後３０～40 年間に必要となる更新コストの総額と年平均 

・今後必要となる平均の更新コストとこれまでの施設関連経費の実績との比較 

・更新の集中する時期及び当該時期における年間更新校数 
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５）学校施設の保有状況 ＜記載例：秋田市学校施設長寿命化計画＞ 

計画対象の小中学校は、築30年以上の建物が22.8万㎡（59％）と、市の施設全体（46％）
と比較して小中学校の老朽化は特に進んでいる。また、10 年後には 80％が老朽化する。
ただし、現在、築 50 年以上の建物はないことから、長寿命化による対応の可能性を検討
する必要があると考えられる。 
図表 計画対象の築年別整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

６）今後の維持・更新コスト（従来型） ＜記載例：秋田市学校施設長寿命化計画＞ 

40 年で建替える従来の修繕・改修を今後も続けた場合、今後 40年間のコストは 2,035
億円（51 億円/年）かかる。これは、直近 5年間の投資的経費 17 億円/年を 3倍上回る。
また、平成 28～37 年度の 10 年間では、建替えが集中するため投資的経費の 5倍のコス
トがかかる。従来の建替え中心の整備を継続することは不可能と言え、対応策を検討す
る必要がある。 
図表 従来の修繕・改修を続けた場合の維持・更新コスト 

 

 

 

 

 

 

  

0

1
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4

不
明

～
S3
0 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63

H
元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

（人）

築10年未満
2.6万㎡(7%)

築19～10年
5.0万㎡（13%)

築29～20年
8.3万㎡(21%)

築39～30年
16.9万㎡(44%)

築49～40年
5.9万㎡(15%)

対象施設延床面積
38.7万㎡

旧耐震基準(昭和56年以前)
17.5万㎡(45%)

新耐震基準(昭和57年以降)
21.2万㎡(55%)

小学校 校舎

小学校 体育館

中学校 校舎

中学校 校舎・体育館

（万㎡）

年

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

昭和60年
（ピーク）
38,885人

平成27年
22,388人

児童生徒数推移

築50年以上
0㎡(0%)

事 例
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② 学校施設の老朽化状況の実態 

１）構造躯体の健全性の評価及び構造躯体以外の劣化状況等の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②学校施設の老朽化状況の実態 

＜調査・評価方法＞

 評価基準 

目視による評価【屋根・屋上、外壁】        経過年数による評価 

【内部仕上げ、電気設備、機械設備】 

 

 健全度  

改修方法等の検討に必要な劣化状況等の実態として、構造躯体の健全性の評

価を行うとともに、構造躯体以外の劣化状況等の評価項目を地域の実情に応

じて決定した上で評価を行い、現状と課題を整理する。 

 

≪留意点≫ 

 第２章で作成した「建物情報一覧表」 を用い

て記載する。 

 「建物情報一覧表」に Is 値や改修履歴等を追加することも考えられる。 

 躯体以外の劣化状況について、評価結果を集計し、経年別に劣化状況を

分析すること等も考えられる。 

 部位別の劣化状況について、該当箇所の写真等も使用しながら概要を記

述することも考えられる。 

 改修等の優先順位付けをすることも考えられる。その場合は様式 6-1 の

記載と整合性を図り記載する。 

 建物情報一覧表を掲載することが適切でない場合は、構造躯体の健全性

及び構造躯体以外の劣化状況評価の集計結果を記載することも考えられ

る 。 

様式３－６ 

Ａ 概ね良好

Ｂ 部分的に劣化（安全上、機能上、問題なし）

Ｃ 広範囲に劣化（安全上、機能上、不具合発生の兆し）

Ｄ

早急に対応する必要がある

（安全上、機能上、問題あり）

（躯体の耐久性に影響を与えている）

（設備が故障し施設運営に支障を与えている）等

良好

劣化

評価 基準

20年未満

20～40年

40年以上

基準

Ａ

Ｂ

Ｃ

評価

経過年数に関わ
らず著しい劣化
事象がある場合

Ｄ

良好

劣化

総和(部位の評価点×部位のコスト配分) 60÷
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今年度老朽化が進んでいる建物37施設129建物について現地調査を実施しました。調査

の結果、建物を長く使用していく上で重要な屋上・屋根と外壁について、本市では修繕を定

期的に実施しているため、早急に対応する必要のあるＤ評価はありませんでした。ただし、

築30年以上の建物に安全上、機能上低下の兆しが見られるC評価が多く発生しています。

外壁の劣化状況屋上・屋根の劣化状況

0

1

0

8

11

6

1

9

21

19

30

5

2

2

1

4

3

2

0 10 20 30 40 50

築10年未満

築10～19年

築20～29年

築30～39年

築40～49年

築50年以上

0

1

1

7

7

2

0

9

16

21

32

7

3

2

5

3

5

4

0 10 20 30 40 50

築10年未満

築10～19年

築20～29年

築30～39年

築40～49年

築50年以上

老朽化が進んでいる建物37施設129
建物に現地調査を実施

校舎では、屋上の保護コンクリートの劣化、防水の破れ、外壁では躯体の爆裂、浮き等が

発生しています。また、体育館では屋根鋼板のさび、外壁パネルの腐食等が発生しています。

これらは、さらに劣化が進展すると躯体に影響するため、計画的な対策が必要となります。

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

概ね良好

局所、部分的に劣化が見られ、安全上、機能上、問題なし

随所、広範囲に劣化が見られ、安全上、機能上、低下の兆しが見られる

劣化の程度が大きく、安全上、機能上に問題があり、早急に対応する必要がある

築30年を超えるとＣ評価が目立ってくる。計画的な対策が必要

体
育
館

校
舎

屋上・屋根 外壁

C評価

判田小 南校舎（中）

(建築後54年)

【改修後7年】

稙田西中 南校舎

(建築後39年)

稙田中 南校舎 (建築後43年)【改修後17年】

坂ノ市中 北校舎 (建築後33年)【改修後23年】

遠景 近景

大在小 体育館

(建築後36年)
長浜小 体育館 (建築後33年)

遠景 近景

遠景 近景

保護ｺﾝｸﾘｰﾄの劣化

爆裂

爆裂

鉄筋の爆裂

接合部の腐食

防水シートの浮き・
汚れ

屋根鋼板のさび

■躯体の健全性以外の劣化状況

建物別
期待出来る使用年数

計
60年未満 60～80年 80年以上

小中学校、

幼稚園

3４

（31％）

9

（8％）

66

（61％）
1０9

その他の

教育施設

2

（18％）

０

（０％）

9

（82％）
11

合計
36

（30％）

9

（8％）

75

（ 63％）
120

長寿命化
不可

耐震診断時のデータを活用した評価

長寿命化
可能

 

＜建物情報一覧表を掲載する場合＞ 

構造躯体の健全性の評価及び構造躯体以外の劣化状況等の評価  

 

 

 

 

＜建物情報一覧表を掲載しない場合＞

構造躯体の健全性の評価 ＜記載例：大分市教育施設整備保全計画＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構造躯体以外の劣化状況等の評価 ＜記載例：大分市教育施設整備保全計画＞

  

事 例 

基準 2015

001 1301 Ａ小学校 校舎１ 1
2203001

157
小学校 校舎 RC 3 2,562 1969 S44 46 旧 済 済 H10 24.9 長寿命 C D B A C 52

002 1301 Ａ小学校 校舎２ 5
2203001

158
小学校 校舎 RC 3 1,525 1969 S44 46 旧 済 済 H10 26.2 長寿命 A A C C C 62

003 1301 Ａ小学校 校舎３ 18-1,2
2203001

159
小学校 校舎 RC 4 1,179 2002 H14 13 新 - - - - 長寿命 A A A A A 100

004 1301 Ａ小学校 体育館 19-1,2,3
2203001

160
小学校 体育館 RC 4 1,408 1970 S45 45 旧 済 済 H10 25.3 長寿命 D D C A C 37

005 1302 Ｂ小学校 校舎１ 2-1
2204001

161
小学校 校舎 RC 3 1,819 1964 S39 51 旧 済 済 H7 13.1 要調査 D D D D D 10

006 1302 Ｂ小学校 校舎２ 2-2
2204001

162
小学校 校舎 RC 3 1,744 1970 S45 45 旧 済 済 H7 27.4 長寿命 D D C A C 37

007 1302 Ｂ小学校 校舎３ 17
2204001

163
小学校 校舎 RC 3 911 1980 S55 35 旧 済 - H7 25.8 長寿命 B B B B B 75

008 1302 Ｂ小学校 体育館 7
2204001

164
小学校 体育館 S 2 668 1972 S47 43 旧 済 - - - 長寿命 C C C C C 40

009 1303 Ｃ小学校 校舎１ 1
2204001

165
小学校 校舎 RC 3 3,010 1970 S45 45 旧 済 済 H26 18.5 長寿命 B C C B B 52

010 1303 Ｃ小学校 校舎２ 2
2204001

166
小学校 校舎 RC 3 1,750 1972 S47 43 旧 済 済 H26 18.7 長寿命 C C B D A 56

011 1303 Ｃ小学校
体育館・特別
教室棟

3
2204001

167
小学校 体育館 RC一部S 2 789 1971 S46 44 旧 済 済 H26 23.1 長寿命 C C D B C 33

012 1025 Ｄ小学校 校舎１ 31
2205001

168
小学校 校舎 RC 3 3,807 1997 H9 18 新 - - - - 長寿命 A B A B B 86

013 1025 Ｄ小学校 校舎２ 32-1,2
2205001

169
小学校 校舎 RC 3 3,565 1997 H9 18 新 - - - - 長寿命 A B A B B 86

014 1025 Ｄ小学校 体育館 33
2205001

170
小学校 体育館 RC 2 2,155 1997 H9 18 新 - - - - 長寿命 A C A B B 76

015 1013 Ｅ小学校 校舎１ 2-1
2206001

171
小学校 校舎 RC 4 1,417 1978 S53 37 旧 済 - H13 19.8 長寿命 A D B C C 50

016 1013 Ｅ小学校 校舎２ 3-1,2
2206001

172
小学校 校舎 RC 4 3,171 1978 S53 37 旧 済 済 H13 12.5 要調査 C D B C C 44

017 1013 Ｅ小学校 校舎３ 5-1,2
2206001

173
小学校 校舎 RC 4 2,066 1978 S53 37 旧 済 済 H13 23 長寿命 D D B C C 42

018 1013 Ｅ小学校 体育館 6
2206001

174
小学校 体育館 S 1 764 1979 S54 36 旧 済 済 - - 長寿命 C B B B B 72

通し
番号

学校
調査
番号

施設名 建物名 棟番号

建築年度

和暦

建物基本情報 構造躯体の健全性 劣化状況評価

築年
数

耐震安全性 長寿命化判定 屋
根
・
屋
上

外
壁基準 診断 補強

調査
年度

西暦

健全度
（100点

満点）
学校
種別

建物
用途

固定資
産台帳
番号

用途区分

構造 階数
延床
面積
（㎡）

試算上
の区分

内
部
仕
上

備考
電
気
設
備

機
械
設
備

圧縮
強度
（N/㎟）

Ａ ：概ね良好

Ｂ ：部分的に劣化

Ｃ ：広範囲に劣化

Ｄ ：早急に対応する必要がある：築30年以上：築50年以上

建物情報一覧表
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２）今後の維持・更新コスト（長寿命化型） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

【手引 p.31】 

計画に従って長寿命化を行った時のコストの見通しを明らか

にする。また、改築中心の場合とのコストの比較・評価を行い、

長寿命化の効果を明らかにする。その他、必要に応じて定性的

な評価も行う。 

 

≪留意点≫ 

・ 第２章で作成した今後の維持・更新コスト（長寿命化型）

のグラフ（本解説書ｐ.38 参照）を用いて記載する。 

・ 従来型の改築中心で整備を行った場合のコストと、長寿命

化を行った場合のコストを比較し、トータルコストの低減

効果を定量的に示すことが望ましい。 

・ 従来型の改築中心の整備を今後とも続ける場合であって

も、コスト縮減の観点から長寿命化型と比較検討すること

が望ましい。 

・ 長寿命化改修で試算していた建物であっても、工事実施前

に行う詳細な調査の結果によっては、改築せざるを得ない

建物もあることに留意して記載する。 

様式３－７
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２）今後の維持・更新コスト（長寿命化型） ＜記載例：秋田市学校施設長寿命化計画＞ 

 
建替え中心から改修による長寿命化に切り替えていくためには、計画的に機能向上と

機能回復に向けた修繕・改修を建物全体でまとめて実施する必要がある。 
長寿命化により 80 年に建物を長寿命化した場合、今後 40 年間の維持・更新コストは

総額約 1,236 億円（31 億円/年）となり、従来の建替え中心の場合の 2,035 億円（51 億
円/年）より総額 799 億円（20 億円/年）、約 40％の縮減となる。ただし、投資的経費 17
億円に対してまだ 1.9 倍のコストがかかるため、長寿命化だけでは今後の財政に対応でき
ない状況である。 
 
 

図表 長寿命化による維持・更新コスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 例
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（４）学校施設整備の基本的な方針等 

 ① 学校施設の規模・配置計画等の方針 

 １）学校施設の長寿命化計画の基本方針 

公共施設等総合管理計画の 

基本方針 

 

公共施設等総合管理計画の 

施設類型別方針 

【学校】 

 

学校施設の長寿命化計画の 

基本方針 

 

 

≪留意点≫ 

 公共施設等総合管理計画に記載した「公共施設等の管理に関

する基本的な考え方」や「施設類型別方針」を受けて、学校

施設の長寿命化計画の基本方針として、より具体的に今後の

学校施設の活用方針などを記載する。 

 項目の趣旨を踏まえた内容であれば、必ずしも上記の様式を

活用する必要はないので、自由に記載する。 

 学校施設の長寿命化計画の基本方針は、全体方針と整合性を

図り、記載する。 

様式４－１ 
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（４）学校施設整備の基本的な方針等 

① 学校施設の規模・配置計画等の方針 

 １）学校施設の長寿命化計画の基本方針 ＜記載例：大分市教育施設整備保全計画＞ 

  

■大分市教育施設個別方針

分野別方針（教育施設抜粋）

施設の長寿命化を図り、体育施
設は児童･生徒の安全を確保した地
域開放を進め、余裕教室等は親和
性の高い機能との複合化を検討す
るなど、有効活用を図ります。
より良い教育環境の整備のため

地域の実情に応じた適正な施設配
置を進め、施設の更新や大規模改
修時には、将来の児童･生徒数見込
みに基づき、適切な施設規模や仕
様を検討します。

小中学校の規模の適正化
と適正配置を推進します。
大規模改修、建替え時等

には、小規模校や将来児童
生徒数が減少する学校は、
周辺の公民館、こどもルー
ム、老人いこいの家、地域
体育館、プール、グラウン
ド等の機能を集約・複合化
し、地域のコミュニティと
防災の拠点化を図ります。

子育て支援新制度のも
と適正配置などを総合的
に検討します。

老朽化している施設、利
用の低い施設は、老朽化整
備等に合わせ、市民ニーズ
を把握した上で機能の見直
しを図り、施機能とｻｰﾋﾞｽの
レベルを向上します。
公民館機能は、学校や市

民センター、こどもルーム、
老人いこいの家等との機能
の集約・複合化等、施設の
管轄を超えた見直しを実施
します。

県や民間との大規模施設
の所有形態、整備、利用、
運営面での連携と重複機能
の集約化によるサービスレ
ベルの向上。
地域体育館やプール機能

の学校との複合化・共用化
による施設レベルと利用の
向上。

総合管理計画

施設の更新や大規模改修時には、
全体数値目標による総量縮減の範
囲内で必要な機能の検討を行うと
ともに、将来の人口動態や利用状
況、県有施設や民間施設を含む周
辺施設の配置状況を勘案しながら
施設規模を設定します。

施設については定期的な点検と計
画的保全により長寿命化を図りま
す。また、運営コストを抑え質の
高いサービスの提供を図るため、
運営形態のあり方や適切な受益者
負担についても検討を行います。
レクリエーション施設について

は、利用状況や民間施設を含む周
辺施設の配置状況を勘案し、老朽
化への対応が求められる施設につ
いては、施設の集約、廃止等も視
野に入れた検討を進めます。

利用者ニーズや建物状況等を勘
案し、施設の集約化や
児童育成クラブなど他の公共施設
への転用について検討します
あわせて、質の高い教育・保育・
子育て支援を提供する施設として
幼保連携型認定こども園の設置に
ついても検討します。また、施設
周辺の公共施設等の更新時に複合
化を検討します。

教育施設整備保全計画

分野別方針

小中学校

子育て支援施設（幼稚園）

公民館・ホール施設

スポーツ・レクリエーション施設

総合管理計画

基本方針

教育施設整備保全計画

基本方針

① 計画的保全による長寿命化の推進

② 施設保有量の最適化

③ 市民ニーズに対応した施設の活用

④ まちづくりと連動したマネジメントの推進

教育施設の整備に際
しては、ＰＰＰ等、民
間を活用し、財政負担
の軽減とまちの賑わい
づくりを推進

県及び民間事業者と
の連携・協働の推進

今後の財政状況や人口特
性などに見合った適切な施
設保有量の検討を行う。こ
れまでの一施設一機能を前
提とした「施設重視」の発
想から、施設の多機能化や
集約化等を検討する「機能
重視」の発想へと転換し、
施設保有量の最適化を図る。

今後も継続して使用する施
設については、これまでの
「事後保全」の維持管理だけ
でなく、長期的な視点で計画
的な修繕を行う「予防保全」
の考えを取り入れ、定期的な
点検や診断結果に基づく計画
的な保全を実施し、公共施設
等の長寿命化を推進する。

人口構造や社会情勢の変
化などによる市民ニーズの
多様化、防災対応やバリア
フリー化の推進、環境に配
慮した取組など時代の要請
に対応するため、施設機能
の必要性や今後のあり方に
ついて分析・検討し、地域
のニーズや利用状況等を考
慮した有効活用を行う。

総合計画の将来目指すま
ちづくりを見据え、地域や
施設の特性を考慮し、マネ
ジメントを推進する。また、
国・県・近隣市と相互に連
携を図り、広域的な視点で
まちづくりに取り組む。

（更新時２０％削減）

（80年）

地域の公民館、社会
教育施設、スポーツ施
設等の地域の実状に応
じた機能の再編

今後躯体の健全性の
詳細調査を随時実施し、
可能な建物は80年に長
寿命化

適切な維持管理、長
寿命化による財政負担
の平準化及びライフサ
イクルコストの削減

学校の多目的利用・複
合化により市民に身近で
便利な地域のコミュニ
ティ、スポーツ、防災拠
点化

大規模文化・スポーツ
施設等の県及び近隣自治
体、民間との連携による、
施設及びサービスの提供

小中学校と幼稚園の
適正規模・適正配置

事 例 
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  ２）学校施設の規模・配置計画等の方針 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

  

様式４－２ 

学校施設の実態や目指すべき姿等を踏まえ、今後の学校施設の規模や配置計画に

関する方針について記載する。計画策定時点で個々の施設に係る方針が立てられ

ない場合、今後の当該方針の策定に向けた検討時期を記載することが重要である。 

 

≪留意点≫ 

 今後の学校施設の活用方針の例としては、「現状の規模や機能を維持する学

校」、「現状の規模や機能を維持しつつ、他の公共施設との複合化・共用化を検

討する学校」、「統合等を検討する学校」の３つが考えられる。 

a. 現状の規模や機能を維持する学校 

教育方法・内容等の変化に適応させることに留意しつつ、余裕教室な

どの空きスペースの有効活用をより一層進めることが重要である。 

施設の転用が見込めない場合には、施設を保有しているだけでも日常

的な維持管理のための費用が掛かることから、保有施設のうち不要とな

った部分を取り壊す「減築」を行うことも考えられる。 

b. 現状の規模や機能を維持しつつ、他の公共施設との複合化・共用化を検

討する学校 

学校施設が地域の核となることも視野に入れながら、地域の実情に応

じ、他の文教施設や高齢者福祉施設等の公共施設との複合化・共用化を

図る場合、児童生徒等の安全や教育環境への十分な配慮が重要である。 

c. 統合等を検討する学校 

地域の実情に応じて、公立学校の統合等に関する検討が行われる場合

には、その検討状況に留意しながら、「（６）①改修等の優先順位付けと

実施計画」における実施計画を策定する必要がある。すなわち、施設の

改修や日常的な維持管理等を効果的に進めていくためには、将来的な統

合等の予定や施設の転用等の見込みを十分に考慮し、それらに応じて無

駄のない適切な範囲・方法等を選定することが重要である。

 

 計画策定の時点で個々の施設に係る方針が立てられていない場合は、当該方針

の策定に向けた具体的な検討時期を記載する。 
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 ２）学校施設の規模・配置計画等の方針 

＜記載例：流山市学校施設の個別施設計画＞ 

＜記載例：大分市立小中学校適正配置基本計画＞ 

  

事 例 
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② 改修等の基本的な方針 

１）長寿命化の方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）目標使用年数、改修周期の設定 

 

 目標使用年数 大規模改造の周期 長寿命化改修の周期 

校舎     年 築   年／   年 築   年 

体育館     年 築   年／   年 築   年 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪留意点≫ 

 第２章で整理した試算条件 との整合を確認し、記載する。 

鉄筋コンクリート造の学校施設の法定耐用年数は、47 年となっているが、これは税務上、

減価償却費を算定するためのものである。物理的な耐用年数はこれより長く、適切な維持

管理がなされ、コンクリート及び鉄筋の強度が確保される場合には 70～80 年程度、さら

に、技術的には100 年以上持たせるような長寿命化も可能である。これを踏まえ、構造躯

体の健全性の評価結果等 に基づき、学校施設の目標使用年数を

設定し、記載する。 

 あらかじめ設定した目標使用年数まで使用するため、必要な改修の周期を設定する。例えば、

築 20 年経過後に原状回復のための改修を行い、目標使用年数の中間期に長寿命化改修を実

施、その後改築までの期間に再度原状回復のための改修を行うなど、定期的に必要な改修を

行うことで建物を長寿命化することが望ましい。 

 項目の趣旨を踏まえた内容であれば、必ずしも上記の様式を活用する必要はないので、自由

に記載する。 

様式４－３ 

学校施設の実態を踏まえつつ、目指すべき姿を実現していくための改修等の基本的な方針とし

て、長寿命化や予防保全の方針、目標使用年数、改修周期等を示す。 

≪留意点≫ 

 中長期的な維持管理等に係るトータルコストの縮減・予算の平準化を実現するため、以下に

示すような建物を除き、改築より工事費が安価で工期が短く、廃棄物や二酸化炭素の排出量

が少ない長寿命化改修への転換を図るようにすることが望ましい。 

・鉄筋コンクリートの劣化が激しく、改修に多額の費用がかかるため、改築した方が安価 

となる建物 

・コンクリート強度が著しく低い建物（おおむね 13.5Ｎ／ｍ㎡以下） 

・基礎の多くの部分で鉄筋が腐食している建物 

・校地環境の安全性が欠如している建物 

・建物の配置に問題があり、改修によっては適切な教育環境を確保できない建物 

・学校の適正配置など地域の実情により改築せざるを得ない建物 

なお、改築せざるを得ない建物があった場合には、改築までの期間に応急的な保全を行うな

ど、当面の安全性・機能性等の確保に留意する必要がある。 
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１）長寿命化の方針 ＜記載例：秋田市学校施設長寿命化計画＞ 

 

 

 

 
従
来
の
保
全
状
況

20

80

42年

経年による機能・性能の劣化

60

劣化度

竣工

建替え

機能回復中心の事後保全
建物全体でなく部分的な修繕

• 屋上防水 ・外壁改修
• 耐震改修 ・トイレ改修
• 空調改修 ・グラウンド改修 等

28年

年
20 8040 60竣工

解体

■築40年目に長寿命化改修、中間年で中規模改修を行い、機能向上を図る。

長
寿
命
化
の
パ
タ
ー
ン 機能向上

（長寿命化改修）
機能回復

（中規模修繕）
機能回復

（中規模修繕）

参考：工事内容

経年による機能・性能の劣化

・屋上防水改修 

・外壁改修 

・設備機器更新 

・劣化の著しい部位の修繕 

・故障・不具合修繕 

築 20年目 
中規模修繕 

・防水改修（断熱化） 

・外壁改修 

・開口部改修 

・内部改修（床・壁・天井） 

・設備改修 

・プール改修 

・グラウンド改修 等 

築 40年目 
長寿命化改修 

築 60年目 
中規模修繕 

・屋上防水改修 

・外壁改修 

・設備機器更新 

・劣化の著しい部位の修繕 

・故障・不具合修繕 

経年劣化による損耗、機能低

下に対する機能回復工事 

経年劣化による機能回復工事

と、社会的要求に対応するた

めの機能向上工事 

経年劣化による損耗、機能低

下に対する機能回復工事 

事 例 
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（５）基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等 

① 改修等の整備水準 

② 維持管理の項目・手法等 

                      

 

「（３）②学校施設の老朽化状況の実態」において把握した現状の整備水準や「（４）学校

施設整備の基本的な方針等」を踏まえ、域内の学校施設に関する統一的な方針として、今

後の改修等による整備水準を設定する。 

 

≪留意点≫ 

 構造体の長寿命化やライフラインの更新等により建物の耐久性を高めるとともに、省

エネ化や多様な学習形態による活動が可能となる環境の提供など、現代の社会的要請

に応じるための改修についても検討することが望ましい。 

 設定すべき整備水準の項目は、例えば、安全面については、「防災機能」「アスベスト

対策」「防犯対策」等が、機能面については、「学習環境（少人数学習等）」「ＩＣＴ設

備」「バリアフリー」等が、環境面については、「断熱機能」「木材利用」等が考えられ

る。全ての項目の整備水準が設定できない場合も、地方公共団体で優先的に整備する

項目については整備水準を記載する。 

各学校施設の維持管理を効率的・効果的

に実施するため、点検・評価の項目を整

理する。また、点検・評価の項目毎に調

査や修繕の方法、周期等を設定する。 

 

≪留意点≫ 

 第２章で把握した躯体以外の劣化状

況の「劣化状況調査票」

を点検項目として設定し、

点検時期についても記載する。 

 項目の趣旨を踏まえた内容であれば、

必ずしも上記の様式を活用する必要

はないので、自由に記載する。 

 本解説書で示した項目以外にも、学校

施設の教育環境として必要な項目に

ついては、必要に応じて記載する。 

様式５ 

年度）

㎡ 地上 3 階 地下 0 階

1 屋根 □ アスファルト保護防水 □ 降雨時に雨漏りがある

屋上 □ アスファルト露出防水 ■ 天井等に雨漏り痕がある

■ シート防水、塗膜防水 □ 防水層に膨れ・破れ等がある

□ 勾配屋根（長尺金属板、折板） □ 屋根葺材に錆・損傷がある

□ 勾配屋根（スレート、瓦類） ■ 笠木・立上り等に損傷がある

□ その他の屋根 （ ） □ 樋やﾙｰﾌﾄﾞﾚﾝを目視点検できない

□ 既存点検等で指摘がある

2 外壁 ■ 塗仕上げ ■ 鉄筋が見えているところがある

■ タイル張り、石張り ■ 外壁から漏水がある

□ 金属系パネル ■ 塗装の剥がれ

□ コンクリート系パネル（ＡＬＣ等） ■ タイルや石が剥がれている

□ その他の外壁 （ ） □ 大きな亀裂がある

■ アルミ製サッシ □ 窓・ドアの廻りで漏水がある

□ 鋼製サッシ □ 窓・ドアに錆・腐食・変形がある

□ 断熱サッシ、省エネガラス □ 外部手すり等の錆・腐朽

□ 既存点検等で指摘がある

3 内部仕上 ■ 老朽改修 大規模改造

（床・壁・天井） □ エコ改修

（内部建具） □ トイレ改修

（間仕切等） □ 法令適合

（照明器具） □ 校内ＬＡＮ

（エアコン）等 □ 空調設置

□ 障害児等対策

□ 防犯対策

□ 構造体の耐震対策

□ 非構造部材の耐震対策

□ その他、内部改修工事

４ 電気設備 ■ 分電盤改修

□ 配線等の敷設工事

■ 昇降設備保守点検 指摘無し

□ その他、電気設備改修工事

５ 機械設備 □ 給水配管改修

□ 排水配管改修

■ 消防設備の点検 指摘への対応済み

□ その他、機械設備改修工事

特記事項（改修工事内容や12条点検、消防点検など、各種点検等による指摘事項が有れば、該当部位と指摘内容を記載）
外壁の劣化が進んでいます。ひび割れ剥がれが多数見られます。　舗装面に段差があり危険な状況です。 健全度

52

Ｃ
H27

Ａ
H18

H22

評価

H5

Ｂ

部位 改修・点検項目 改修・点検年度 特記事項（改修内容及び点検等による指摘事項）

多数

H3 外壁改修 5 北側の劣化

Ｄ

H10 耐震補強

特記事項 評価
年度 工事内容 箇所数

H7 防水改修 EXP.J金物に
脱落がある

Ｃ

2

構造種別 鉄筋コンクリート造 延床面積 2,562 階数

部位
仕様

（該当する項目にチェック）

工事履歴（部位の更新） 劣化状況
（複数回答可）

昭和44 年度（ 1969

調査日 平成28年9月20日

建物名 校舎 記入者 ○○

通し番号 xxxx-xx-x

学校名 Ａ学校 学校番号 1301

棟番号 1 建築年度

100点70



 

 

 

 

 

（５）基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等 

① 改修等の整備水準 ＜記載例＞ 

○校舎 

  

事 例 

長寿命化において配慮すべき項目

部 位

外
部
仕
上
げ

屋根・屋上

外壁

外部開口部

その他外部

受変電設備

照明器具

給水設備

空調設備

電
気
設
備

機
械
設
備

高 低

外断熱保護防水

（断熱材50mm）
（既存撤去）

サッシ交換
（カバー工法）
（複層ガラス等）

日射抑制措置

（ﾗｲﾄｼｪﾙﾌまたは庇）

ＬＥＤ照明に交換

（人感センサー、照度センサー付）

受変電設備交換（容量ＵＰ）

給水設備改修（加圧給水方式に変更）

自家発電設備

パッケージ（ＧＨＰ/ＥＨＰ）

手すり等の鉄部塗装

蛍光灯照明

（センサーなし）

改修メニュー（整備レベル）

改質アスファルト防水

（断熱材25mm）
（既存の上）

外壁塗装
（防水型複層塗材）

外断熱 断熱なし

既存サッシの
ガラス交換

（複層ガラス等）

庇等を設置しない

外壁塗装
（複層薄塗材）

雨水・中水利用

換気扇交換

省エネ型
長寿命化改修 長寿命化改修 現状の整備ﾚﾍﾞﾙ

・多様な学習の場
・ICT 等

内部仕上げ
（教室等）

便所

内装の
全面撤去・更新
（木質化）

内装の全面撤去・更新

ドライ化

節水型便器に交換

内
部
仕
上
げ

既存便器のまま

床補修
壁・天井塗替え
（部分改修）

床補修

壁・天井塗替え
既存のまま

既存のまま

可変性 更新性 耐久・耐候性 ﾒﾝﾃﾅﾝｽ性 省ｴﾈ・省資源

シート防水

塗膜防水
（断熱なし）

校 舎

18万円/㎡24 万円/㎡

長寿命化において実施する機能向上

学習環境の
向上

生活環境の
向上

防災・防犯
機能向上

環境性能
向上

ユニバーサ
ルデザイン

・自然採光・通風
・木質化 等

・自家発電
・防犯監視 等

・太陽光発電
・高断熱高気密化 等

・ＥＬＶ
・点字ﾌﾞﾛｯｸ 等

内断熱

省
エ
ネ
化

バ
リ
ア
フ
リ
ー

防
災
・防
犯

学
習
環
境

生
活
環
境

多様な学習の場 ICT

トイレのドライ化 木質化

太陽光発電 LED照明 高断熱・高気密化

エレベーター 多目的トイレ 点字ブロック

自家発電 防犯監視 マンホールトイレ カマドベンチ
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（６）長寿命化の実施計画 

① 改修等の優先順位付けと実施計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

今後の学校施設の改修等に関する優先順位付けの考え方を示した上

で、今後の改修等の内容や時期、費用等を整理し、年次計画を策定す

る。計画策定時点において、個々の施設に係る規模・配置計画等の方

針が立っていない場合には、今後の検討を踏まえ、改訂のタイミング

で計画に反映する。 

 

≪留意点≫ 

 優先順位付けについては、客観的な指標に基づく、分かりやすい

ものを設定し、記載する。 

 実施計画については、現実的な財政見込を踏まえ、実行性のある

ものとなるよう、第２章で作成した直近５年間の整備計画のグラ

フ を用いて記載する。 

 具体的な学校名や整備費が盛り込まれた実施計画を記載すること

が適切でない場合は、公表できる範囲の情報をまとめた実施計画

として記載する。 

様式６－１ 
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修繕費・その他経費

26％ 450,612 

修繕費・その他経費

29％ 504,000 

修繕費・その他経費

29％ 504,000 

修繕費・その他経費

29％ 504,000 

修繕費・その他経費

29％ 504,000 

グラウンド

4％ 73,500 

グラウンド

6％ 100,000 

グラウンド

6％ 100,000 
グラウンド

6％ 100,000 

グラウンド

6％ 100,000 

プール

10％ 170,030 

解体

解体 解体

統合等

部位

改修

37％

部位

改修

24％

部位

改修

22％

部位

改修

22％

部位

改修

25％

長寿命化改修

18% 299,404 

長寿命化改修

40％ 682,000 
長寿命化改修

43％ 745,300 
長寿命化改修

42％ 721,000 

長寿命化改修

40％ 685,000 

0
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800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

H28 H29 H30 H31 H32

50,000 100,000
50,000

100,000

施策へ

の対応
463,029

施策へ

の対応
230,000

施策への対応

150,000
施策へ

の対応
190,000

施策へ

の対応
190,000

D評価改修

166,620

D評価改修

130,000
D評価改修

130,000
D評価改修

140,000

D評価改修

130,000

1,710,200 1,726,000 1,749,300 1,705,000 1,719,000

修繕費・その他経費

26％ 450,612 

修繕費・その他経費

29％ 504,000 

修繕費・その他経費

29％ 504,000 

修繕費・その他経費

29％ 504,000 

修繕費・その他経費

29％ 504,000 

グラウンド

4％ 73,500 

グラウンド

6％ 100,000 

グラウンド

6％ 100,000 
グラウンド

6％ 100,000 

グラウンド

6％ 100,000 

プール

10％ 170,030 

解体

解体 解体

統合等

部位

改修

37％

部位

改修

24％

部位

改修

22％

部位

改修

22％

部位

改修

25％

長寿命化改修

18% 299,404 

長寿命化改修

40％ 682,000 
長寿命化改修

43％ 745,300 
長寿命化改修

42％ 721,000 

長寿命化改修

40％ 685,000 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

H28 H29 H30 H31 H32

50,000 100,000
50,000

100,000

施策へ

の対応
463,029

施策へ

の対応
230,000

施策への対応

150,000
施策へ

の対応
190,000

施策へ

の対応
190,000

D評価改修

166,620

D評価改修

130,000
D評価改修

130,000
D評価改修

140,000

D評価改修

130,000

1,710,200 1,726,000 1,749,300 1,705,000 1,719,000

予算配分の考え方としては、下に

示すコスト配分で設定する。なお、

経常修繕・その他経費を除く１２億

円（工事費）のうち、これまでの実

績から一般財源は、半分の６億円と

想定する。

また、財源については、国の補助

金や過疎対策事業債等の起債、公共

施設等整備基金など、適切かつ効果

的に活用し、財政負担を軽減する。

今後５年間の計画は、過去５年間

の投資的経費の平均１７億円／年で

平準化し、右に示す整備内容で設定

する。

整備基準としては、①長寿命化改

修は、構造躯体の健全性が良好な学

校とし、②部位別改修は、緊急性を

要する部位（学校）とし、適正配置

計画も見据えながら実施する。

②今後５年間の予算配分

（千円）

① 長寿命化約40％

②～④ Ｄ評価改修を含
む部位改修約25％

⑤ グラウンド約5％

修繕等約30％

投資的経費17億円/年

今後5年間の整備内容

更新サイ
クルへの
対応

① 長寿命化改修

②
D評価（早急な

対応が必要）改

修

③
施策への対応

④ 設備等の

大きなコストの

かかる更新サイ

クルへの対応

整備内容

躯体への影響を優先

屋根・屋上改修

外壁改修

エレベーター改修

トイレ改修

下水道直結改修

非構造部材

キュービクル

ボイラー・送油管

部
位
改
修

年３校ずつ実施

Ｄ評価部位を５年間で解消
屋根・屋上改修 年２校
外壁改修 年４校

⑤ グラウンド

修繕費・その他経費

これまでの実績により設定
エレベーター等 年1校
トイレ 年２校
下水 年1～2校

これまでの実績により設定
ｷｭｰﾋﾞｸﾙ 年１校
ボイラー 年１校

年１校ずつ実施

修繕費 500円/㎡

これまでの実績により設定

 

（６）長寿命化の実施計画 

① 改修等の優先順位付けと実施計画 ＜記載例：秋田市学校施設長寿命化計画＞ 
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H
2

2
年 2
3 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67

その他経費 経常修繕 グラウンド プール 解体 部位改修 中規模改修（20年目） 長寿命化改修 中規模改修（60年目） 建替え 投資的経費

（億円）

将来投資的経費
33億円/年

過去5年間
の投資的
経費

17億円/年

1.9倍

④今後５年間
17億円/年

③6年目以降
の35年間
33億円/年

⑤今後20年間は長寿命化改修が中心

①躯体の健全性、劣化状況等の実態把握から積み上げたコスト

0

10

20

30

40

50

60

H
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2
年 2
3 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67

その他経費 経常修繕 グラウンド プール 解体 部位改修 中規模改修（20年目） 長寿命化改修 中規模改修（60年目） 建替え 投資的経費

（億円）

（年度）

この部分の
削減が
求められる

将来投資的経費
33億円/年

将来投資的経費
33億円/年

⑥その次の20年間は建替えが中心

②今後40年間の更新費用
1,236億円

中規模改修（20年目）部位改修・Ｄ評価修繕
・施策対応・
設備等更新

中規模修繕（60年目） 建替え 経常修繕長寿命化改修

 

② 長寿命化のコストの見通し、長寿命化の効果～維持・更新の課題と今後の方針～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 長寿命化のコストの見通し、長寿命化の効果 ＜記載例：秋田市学校施設長寿命化計画＞ 

図表 今後 40 年間の計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

≪留意点≫ 

・ 様式４・５・６における検討を踏まえ、「様式３－7」で示

した今後の維持・更新コスト（長寿命化型）における課題

と今後の方針を記載する。 

・ 今後の維持・更新コストの見通しを算定した結果、今後の

財政見込みを大幅に上回る結果となった場合は、第４章の

先進的な取組事例も参考にしつつ、維持・更新コストを縮

減するための今後の対応方策について記載する。現時点で

今後の対応方策まで明記できない場合でも、検討の方向性

や検討時期について記載する。 

様式６－２ 
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南部地域

東部地域

西部地域

中央地域

12 12

17

66

7

6

8

12 

12 

15

10

泉中学校

山王中学校

秋田南中学校

八橋小学校

泉小学校

保戸野小学校

明徳小学校

中通小学校

川尻小学校
旭南小学校

築山小学校

旭北小学校
秋田駅

北部地域

改善策の検討

方針にそって、具体的な改善策の検討を
実施。

課題解決のための新たな方針

公民連携、民間資
金の活用

地域の状況に応じ
た対応

維持更新コストの
削減

基準の見直し

多目的活用による
学校施設環境の向
上

・転用の効くフレキシビリ
ティの高い施設配置
・整備基準の見直し 等

・プールの集約化

・ポテンシャルの高いとこ
ろは民間資金の活用 等

・今後、維持更新コストが
非常にかかる 等

・児童生徒数の変化
・地域の変化
・施設保有量

・他の公共施設との複合化
（図書館・地域交流機能）

（児童館等の子ども関連機
能の導入） 等

・稼働率を上げ、民間資金
の導入

•学校施設に図書館、コミュニティセンター等の機
能を集約し、昼は学校、時間外は地域の拠点とし
て多目的に活用する。

•ＰＰＰによる民間事業との複合化を検討して民間
の資金やノウハウを活用し、新たな財源を確保。

•時間外に民間施設として活用する。 等

①学校を地域の拠点に

【改善策（イメージ）】

②プールの共用化

•更新時には民間プールの活用や、数校で利用でき
る共用とする。共有化により学校施設環境向上、
財源確保、維持管理費削減を図る。

 

事 例 

具体的な方針・方策 地域での再編検討 

 基準の見直し 

 他の公共施設との複合化(図書

館、子育て支援施設) 

 プールの集約化、共用化 

 民間資金の活用 

            等 
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その他経費 経常修繕 グラウンド プール 解体 部位改修 中規模改修（20年目） 長寿命化改修 中規模改修（60年目） 建替え 投資的経費

（億円）

過去5年間
の投資的
経費

17億円/年
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その他経費 経常修繕 グラウンド プール 解体 部位改修 中規模改修（20年目） 長寿命化改修 中規模改修（60年目） 建替え 投資的経費

（億円）

中規模改修（20年目）部位改修・Ｄ評価修繕
・施策対応・
設備等更新

過去5年間
の投資的
経費

17億円/年

1.9倍

中規模修繕（60年目） 建替え 経常修繕長寿命化改修

長寿命化にとどまらない対応方策により維持更新コストを縮減
または、財源確保により財政制約ラインを引き上げる 必要がある。
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（７）長寿命化計画の継続的運用方針 

 ① 情報基盤の整備と活用 

 ② 推進体制等の整備 

 ③ フォローアップ 

 

 

 

把握した現状データの蓄積方法を記載する。 

 

≪留意点≫ 

・ 施設の状態や過去の改修・交換履歴、事故・故障の発生状況等をデータ

ベースに蓄積するとともに、12 条点検等の法定点検の結果等、継続的な

点検・調査の結果に基づいて、適切に更新を行っていくことが望ましい。 

 

学校施設の長寿命化計画の進捗状況等ついて、適切な期間内にフォローアッ

プを実施し、必要に応じて計画を更新する旨を記載する。 

 

≪留意点≫ 

・ フォローアップの評価結果について、議会への報告や公表の方法について

も記載することが望ましい。 

 

様式７ 

学校施設の長寿命化計画を継続的に運用していくために必要な組織体制等の

充実方策について記載する。 

 

≪留意点≫ 

・ 長寿命化計画を運用していくために「どの部署」が「何を」行うのか、出

来る限り具体的に記載すること。 
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（７）長寿命化計画の継続的運用方針 

 ① 情報基盤の整備と活用 ＜記載例：流山市学校施設の個別施設計画＞ 

・ 

 ② 推進体制等の整備 ＜記載例：流山市学校施設の個別施設計画＞ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

 ③ フォローアップ ＜記載例：流山市学校施設の個別施設計画＞ 

・ 

 

  

事 例 
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立川市公共施設保全計画（平成24年９月発行）
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次の20年間
51.7億円/年

直近５年間の保全計画
147億円

（29.4億円/年）

平準化による
改修等コスト
最初の20年間

32.8億円/年

平成26年度～45年度

最初の20年間
33.0億円/年

（平成24年策定時）

最初の５年間
125億円

（25.0億円/年）
次の１０年間379億円
37.9億円/年

その次の２０年間の計画
建替えが中心

平成46年度～65年度

平準化による
建替え等コスト
次の20年間

51.6億円/年

35年間で約1,557億円
44.5億円/年

実績 実施 直近５年間予定 修繕費調査設計費

今後35年間
総額 1,557億円
年平均 44.5億円

立川市公共施設保全計画 【改訂版】

ＰＤＣＡサイクルの実行

Ｐlan（計画）

Do（実行） Check（検証） Act（見直し）

Ｐlan（計画）

屋上・外壁

教室の内装・設備

トイレ

 老朽化した施設の長寿
命化

 施設のバリアフリー化
 施設の省エネルギー化
 非構造部材の耐震化
 防災機能の強化

 構造躯体の健全性
の把握

 保全実施状況と劣化
調査により総合劣化
度を見直し

 修繕・改修サイクル
の見直し

 用途別の整備レベル
の見直し

 単価設定等の見直し

 大規模改修のコスト
（計画時との工事費
の差異）
（実施時に明らかに
なった道連れ工事）
（仮設建物のあり方）
（労務費の上昇）

 整備レベル・施工性
（省エネ効果）
（単年度の工事スケ
ジュール）

 Ｄ評価修繕による劣
化度の回復

大規模改修による建物
性能の維持・向上

劣化調査に基づくＤ評
価部位の緊急修繕

第九小学校 1,345,900 第六小学校 1,255,817 第八小学校 1,850,471

中砂保育園 238,807

計 1,345,900 1,494,624 1,850,471

計 0 0 0

第三中学校 7,353 松中小学校 63,277 第九中学校 1,214

大山小学校 10,143 柏小学校 26,090 けやき台学童保育所 562

南口立体有料自転車駐
車場

389 第五中学校 168 一番福祉作業所 3,397

第三小学校 15,173 中砂学童保育所 94 幸学習館 6,801

幸小学校 8,156 滝ノ上会館 1,034 曙福祉会館 1,350

栄保育園 539 北口第一駐車場 13,623 天王橋会館 2,616

若葉小学校 26,123 健康会館 7,082 南口第一立体駐車場 661

第十小学校 597

計 68,473 111,368 16,601

その他緊急修
繕　計

269,527 226,632 321,399

工事費合計 1,683,900 1,832,624 2,188,471

調査設計費 73,305 87,539 148,153

合　　計 1,757,205 1,920,163 2,336,624

平成26年度 平成27年度 平成28年度

大規模改修

中規模改修

Ｄ
評
価

（

早
期
に
対
応
が
必
要

)

修
繕

（千円）

合　計

第五小学校 1,539,641 砂川学習館 199,193

南砂小学校 1,084,932 錦学習館 257,307

西立川保育園 151,037

ドリーム学園 101,411

2,624,573 708,948 8,024,516

第二中学校 321,112 第四小学校 317,562

第一中学校 420,140

741,252 317,562 1,058,814

第八中学校 23,438 歴史民俗資料館 13,562

上砂川小学校 21,332 羽衣中央会館 187

総合リサイクルセン
ター

47,569
羽衣地域福祉ｻｰﾋﾞｽｾﾝ
ﾀｰ

1,557

第七中学校 9,491 総合福祉センター 6,221

南口第二立体駐車場 511 八ヶ岳山荘 4,221

栄福祉作業所 94

102,435 25,748 324,625

235,565 312,252 1,365,375

3,703,825 1,364,510 10,773,330

158,737 123,207 590,941

3,862,562 1,487,717 11,364,271

平成29年度 平成30年度

  

＜記載例：立川市立川市公共施設保全計画（改訂版）＞ 
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